
　わが国の社会保障制度は、働き盛りの現役世代が支える制度となっております
が、少子化の進展により現役世代が減少している状況に加えて、今後は団塊世
代の高齢化に伴う高齢者の増加が大きく影響する制度になっています。
　特に、医療保険制度においては、高齢者医療制度への財政支援が被用者保険全
体の財政に大きく影響を与える仕組みになっており、平成29年度からは後期高齢者
医療制度の計算方法が総報酬を基準とするため、負担がさらに増大する見込みと
なっております。このような制度改正に対する取り組みは、共済組合単独で行うの
は非常に困難な状況となっております。
　本組合ではこうした現状を踏まえ、地方公務員制度の根幹となる医療保険制
度が将来にわたり健全に維持・運営されるよう、去る2月24日に開催された第199回組合会において ｢医療保険及び年金制度等に関
する決議 ｣を全会一致で議決いたしました。
　この決議は、3月22日、組合会議員を代表して持田明彦理事（小川町）、田中廣美理事（所沢市）、國分政義理事（さいたま市）、板
山裕樹理事（草加市）、松本貢一監事（新座市）、金田敬司議員（越谷市）、横溝光男議員（川越市）及び白井正議員（吉川市）により、全
国市町村職員共済組合連合会理事長宛てに提出し、関係機関への働きかけを強く要望いたしました。今後とも、よりよい制度への改
善に向けて組合員皆様のより一層のご理解とご協力をお願いいたします。

　わが国の社会保障制度は、人口減少社会の到来、超高齢化の進行による人口構造の変化に加えて雇用・経済情勢の影響によ
り制度全般が大きく揺らいでいることから、持続可能な制度の確立が求められている。
　医療保険制度については、平成25年12月に成立した社会保障制度改革のプログラム法に基づき、社会保障の各分野におい
て制度改正が進められているところであり、特に高齢者医療保険制度のひとつである後期高齢者支援金の計算方法が、平成29
年度には全面総報酬割に変更されるため、共済組合をはじめ被用者保険全体に大きな負担増になることが懸念されている。こ
の負担増は、財源率の引き上げに直結し共済制度を支える組合員に大きな影響を及ぼすものであり、高齢者医療制度に対する
財政支援のために財源率を引き上げることは、医療保険者としての責務である安定した運営を果たすことが困難な状況に陥ると
ともに、組合員から地方公務員共済制度に対する信頼と支持を失いかねないものと危惧しているところである。
　一方、年金制度については、被用者年金一元化で厚生年金と統合されたことにより、更に確実かつ効率的な制度運営が求め
られるとともに、給付と負担の均衡を保ち永年にわたり持続可能な年金制度が確立されるよう、今後の改革の動向を注視する
必要があると考えるところである。
　ついては、地方公務員共済制度の根幹である医療保険制度及び年金制度が将来にわたり健全に維持、運営され、組合員及
び被扶養者の生活の安定と福祉の向上に資するため、下記事項について強く要望するものである。

記
1. 国への要望事項
 （1）   高齢者医療制度への支援金方法の見直しを積極的に行い、医療保険者からの支援等に依存することのないよう各保険

者の意見を十分に踏まえたうえで、理解と納得が得られるものとすること。
 （2）   医療保険制度の財政基盤を国庫負担により強化するとともに、将来を担う世代に対し負担を押し付けることのない持続

可能な制度とすること。
 （3）   先進医療及び難病対策など生命にかかわる必要な医療は、国が積極的な補助を行うこと。
 （4）   年金財政の長期的な健全化を図り、公的年金制度に対する全世代の国民の信頼回復に努めること。 

また、年金積立金の運用については、リスクの高い運用は極力避けるとともに、透明性の確保に努めること。
2. 全国市町村職員共済組合連合会への要望事項
 （1）   共済制度が、公務員制度の一環として年金・医療・福祉を一体として合理的かつ民主的に運営されていることから、こ

れを堅持するよう関係機関へ働きかけを行うこと。
 （2） 年金一元化後の諸課題についても、引き続き確実に処理していくよう関係各機関と協力して取り組むこと。
 （3） 長期給付に係る資金の運用にあたっては、長期的な観点に立ち安全で効率的な運用に努めること。
 （4）  昨今の貸付残高の減少は、貸付利率が市中金利より高いことに起因するものと考えられることから、貸付利率の引き

下げ又は貸付金の財源に他の福祉経理の余裕金を含めるなどの見直しを図るよう関係機関へ働きかけを行うこと。

以上、決議する。
平成28年2月24日
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